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近年、国内外において、成長の鈍化、格差拡大、一国主義・排他主義の台頭、国
家独占経済の隆盛など、「資本主義」の価値が揺らいでいる。 
 
要因の一つが「株主」資本最優先にある。 
資本主義の根幹である「資本」は、本来、「固定」資本、「事業」資本、「人的」

資本など、多種多様であるにもかかわらず、近年、苛烈な競争や利益第一主義の下
で、「金融」資本とりわけ「株主」資本に焦点があたっている。 
 
その結果、適切な「分配」政策の欠如が起こっている。 
従業員、顧客、取引先、地域社会といった多様な主体へ適切な分配がなされず、

「人」や「社会」を豊かにする資本主義の役割と寛容性が失われている。供給サイ
ドにおけるイノベーションの重要性は論を俟たないが、同時に、イノベーションに
よってもたらせた利益が適切に分配され、消費力・購買力という需要サイドの強化
が実現しなければ、持続的な経済成長は実現できない。 
更に、資本主義の対象が 20 世紀型の「モノ」から「コト」へ、情報・データ等

にシフトすることで、資本主義は一層近視眼化するとともに集中・独占が起こりや
すくなっている。 
そして、利益や効率・合理性一辺倒の資本主義は、少数意見の尊重やプロセス・

説明責任の重視といった民主主義の重要な側面の希薄化にも間接的に繋がってい
る。 
 
こうした現状を打破するため、我々は、新たな資本主義の形として、「人的」資

本を大切にする「人財資本主義」、更に多種多様な主体に寛容な「全員参加資本主
義」を実現しなければならない。 
何よりも、分配政策の強化が不可欠ある。企業利益のより適切な分配、大企業と

中小企業との間の分配の適正化、企業内での人的資本投資の促進、教育費や住宅費
負担軽減のための支援、子育て・家庭支援の強化などを図らねばならない。また、
非正規雇用の増加と賃金の伸び悩みが起こる中で、働き方改革やセーフィテネッ
トの見直しが必要である。 
同時に長期的視点に立った経営が必要である。いざというときに従業員や家族、

地域社会を守ることができる資本主義でなければならない。 
また、資本主義本来の多様性や寛容性を確保するため、女性活躍政策などをより

一層推進するとともに、情報やデータの独占に対する適切な競争政策の実現が求
められる。 
 
本議員連盟は、こうした大局的問題意識に立ち、新たな資本主義の構築を目指す。 

 

 


